
障 第 1 5 2 号  

令和６年５月１日  

 

 障害福祉サービス事業所等に係る法人の代表者 様 

 

岩手県保健福祉部障がい保健福祉課総括課長  

 

 

令和７年度社会福祉施設等施設整備費補助事業等に係る協議について 

標記補助事業は、社会福祉法人等による施設整備に要する費用の一部を補助し、施設入所者等

の福祉の向上を図ることを目的として例年実施しています。 

現時点では令和７年度の国庫補助採択要件等は未定ですが、今般、補助事業の円滑な実施を図

るため、社会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱（平成 27 年３月 31 日付け障第 1178 号。以下

「県補助金交付要綱」という。）及び社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（最終改正・

令和６年４月１日予定）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（最終改正・令和６年４月

１日予定）に基づく施設整備等について、令和７年度実施事業に係る協議を受け付けるともに、

令和８・９年度の事業計画に対する補助希望調査を実施することとしました。 

つきましては、標記事業の実施を希望する法人は、下記により書類の提出をお願いします。 

なお、障害児福祉施設等の整備に係る補助は、「次世代育成支援対策施設整備交付金」による取

り扱いとなるところですが、過年と同様に協議受付を実施するものです。 

（様式及び提出書類に変更がありますので、ご注意ください） 

なお、盛岡市が所管する社会福祉施設等については、今回の協議の対象外ですので、別途盛岡

市の指示により協議等を行ってください。 

記 

１ 補助事業の概要 

 (1) 補助の対象となる法人、施設及び事業 

   別紙１「補助対象施設及び整備区分一覧」を参照のこと。 

詳細は、県補助金交付要綱及び別紙２通知一覧を参照。 

 (2) 補助率 

   補助対象経費の４分の３と補助基準額を比較して低廉な方 

２ 協議書類の提出について 

(1) 提出期限  

① 施設整備計画協議書  令和６年５月 31 日（金）必着 

※ 社会福祉施設等施設整備費補助金  様式第４号 

次世代育成支援対策施設整備交付金 様式第３号 

② それ以外の提出書類  令和６年６月７日（金）必着 

 (2) 提出先 県庁保健福祉部障がい保健福祉課 

 (3) 提出書類 

  Ａ 令和７年度に補助を希望する場合 

①提出書類 施設整備計画協議書及び添付書類 

（別添「協議書類一覧・チェック表」のとおり。様式は後述ホームページ

に掲載。） 

②提出方法  紙媒体で１部郵送するほか、電子メール等により全ての資料を電子ファ

イルを併せて提出してください。 

③その他  協議書類の調製に当たっては、県補助金交付要綱等及び国の通知の他、

別紙３「協議に係る留意点等について」に留意してください。また、補助

基準額（単価）の改正が予定されておりますので、補助基準額等につきま

しては、添付されている「02（案）社会福祉施設等施設整備費国庫補助金



交付要綱」及び「03（案）次世代育成支援対策施設整備交付金要綱」を御

確認いただき、改正後の補助基準額等で協議いただきますようお願いいた

します。 

 なお、昨年度までに令和７年度補助希望調査票を提出した法人であって

も、すべての協議書類を提出する必要がありますので、御注意ください。 

  提出期限以降は受け付けませんので、御留意ください。 

 

Ｂ 令和８年度及び令和９年度に補助を希望する場合 

   提出書類：「令和（８・９）年度社会福祉施設等施設整備補助等希望調査票」 

   ※ 事業計画がない場合、提出は不要です。また、事業計画が明確でない場合、明らかに

なった後に、速やかに提出してください。 

 ＜補助希望調査票の提出を求める趣旨＞ 

 来年度以後の補助に必要な額を県においてあらかじめ把握することによって、今後の県等

の予算のうち施設整備に必要な予算がどのくらいかについて見込みを立てるために補助希望

調査を行います。 

また、急に施設整備に係る情報が入る場合、補助希望調査票を提出した法人に照会や情報

提供等をする場合があります。 

このため、事業計画がある場合は、補助希望調査票の提出について御協力をお願いするも

のです。 

 

 

３ 今後の日程（予定） 

時期 内容 

令和６年５月 31 日 施設整備計画協議書提出期限 

令和６年６月７日 その他添付資料提出期限 

令和６年８月～９月 令和７年度施設整備計画個別ヒアリング（県→法人） 

令和６年 10 月～11 月 補足説明 

令和６年 12 月上旬 
県審査会 

国庫補助協議資料提出依頼（県→法人） 

令和７年２月 国庫補助協議資料提出（法人→県） 

令和７年３月 国庫補助協議（県⇔国） 

 

４ 資料等について 

  各種通知及び様式は、次のホームページ内に掲載するので、必要に応じ確認すること。 

岩手県庁ホームページ ＞ くらし・環境 ＞ 福祉 ＞ 障がい福祉 ＞ 事業者情報 ＞ 

4 社会福祉施設等施設整備補助金 ＞ 

「令和７年度社会福祉施設等施設整備費補助等の協議について」 

 

【担当】障がい福祉担当 海山        

電話:019-629-5448（内線 5448） 

FAX:019-629-5454 

MAIL:AD0006@pref.iwate.jp 



別紙１ 

補助対象施設及び整備区分一覧 

１ 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金 

     主な施設整備の例 

補助対象施設 

 （補助要綱第２・４） 

設置者 

（補助要綱第２・４） 

整備区分 

(補助要綱第２・３) 

・障害福祉サービス事業所 

 （療養介護、生活介護、自立

訓練、就労移行支援、就労

継続支援） 

障害者総合支援第 79 条第 2 項に

基づき事業を実施する法人（社会

福祉法人、医療法人、日本赤十字

社、公益社団法人、一般社団法人、

公益財団法人、一般財団法人、Ｎ

ＰＯ法人、営利法人等（以下「社

会福祉法人等」という。） 

・創設 

・増築 

・改築 

・大規模修繕等 

・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備等整備 

・老朽民間社会福祉施

設整備 

・応急仮設施設整備 

・避難スペース整備

（身体障害者社会参

加支援施設を除く。） 

・障害者支援施設 地方税法第 348 条第２項第 10 の

６号及び第 10 の７号の規定によ

り固定資産税を課されないこと

とされている法人（社会福祉法

人、日本赤十字社、公益社団法人、

公益財団法人。医療法人を除く。） 

・身体障害者社会参加支援施設 社会福祉法人  

・居宅介護事業所 

・短期入所事業所 

・共同生活援助事業所 

・相談支援事業所 

 

社会福祉法人等 ・創設 

・増築 

・改築 

・大規模修繕等 

・応急仮設施設整備 

・避難スペース整備

（一部のサービスを

除く。） 

・福祉ホーム 社会福祉法人等 ・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備等整備 

・地域移行支援型ホーム 社会福祉法人等 ・創設（既存建物を活

用し新たに事業をす

るために必要な改修

整備含む。） 

 

２ 次世代育成支援対策施設整備交付金（障害児福祉施設等） 

主な施設整備の例 

補助対象施設 

 （補助要綱第２・４・６） 

設置者 

（補助要綱第３・６） 

整備区分 

(補助要綱第３・５) 

・障害児入所施設 

 （福祉型障害児入所施設、医

療型障害児入所施設） 

 

社会福祉法人、日本赤十字社、公

益社団法人、公益財団法人 

・創設 

・大規模修繕等 

・増築 

・増改築 

・改築 

・拡張 

・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備等整備 

・老朽民間社会福祉施

設整備 

・防犯対策強化に係る

整備 

・応急仮設施設整備 

・避難スペース整備

（一部サービス除く） 

・児童発達支援センター 

・児童発達支援事業所 

・放課後等デイサービス事業所 

・居宅訪問型児童発達支援事業 

 所 

・保育所等訪問支援事業所 

・障害児相談支援事業所 

 

児童福祉法第 34 条の３第２項に

基づき事業を実施する法人（社会

福祉法人、医療法人、日本赤十 

字社、公益社団法人、一般社団法

人、公益財団法人、一般財団法人、

NPO 法人、営利法人等） 



別紙２-１ 

１ 社会福祉施設等施設整備に係る通知一覧 

①老朽民間社会福祉施設の整備について ※改正予定 

 （令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

②社会福祉施設等施設整備費における大規模修繕等の取扱いについて ※改正予定 

 （令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

③社会福祉施設等施設整備費におけるスプリンクラー設備等の取扱いについて ※改正予定 

 （令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

④社会福祉施設等施設整備費における介護用リフト等特殊附帯工事の取扱いについて  

※改正予定 （令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑤社会福祉施設等における応急仮設施設整備の国庫補助の取扱いについて  

 （平成 17 年 10 月５日付け社援発第 1005010 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑥社会福祉施設等施設整備費における解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費の取扱いにつ

いて ※改正予定（令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長

通知） 

⑦地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備について  

 （令和５年７月 26 日付け社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑧-1 厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について  

（令和５年９月 12 日付け社援発第 0912 第６号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑧-2 社会福祉施設等施設整備費（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）補助金に係る財産

処分の手続き等に関する留意事項について 

（令和５年７月 18 日付け社援総発 0718 第１号社援保発 0718 第１号障障発第 0718 第２号

厚生労働省社会・援護局総務課長厚生労働省社会・援護局保護課長厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課長通知） 

⑨「社会福祉施設等施設整備費における生産設備等整備費の取扱いについて」の一部改正に

ついて 

（令和５年７月 26 日付け社援発第 0726 第 19 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑩生産設備の近代化整備にかかる国庫補助の取扱いについて 

 （令和５年７月 26 日付け社援発第 0726 第 18 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑪「社会福祉施設等施設整備費における在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いについて」 

の一部改正について 

（令和５年７月 18 日付け障発 0718 第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知） 

⑫社会福祉施設等施設整備費における一部改築および拡張に係る国庫補助金の算定方法の取 

扱いについて（令和５年７月 26 日社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局長通知） 

⑬社会福祉施設等施設整備費における地域福祉の推進等を図るためのスペース（地域交流ス 

ペース）の整備について（令和５年７月 26 日社援発 0726 第 17 号厚生労働省社会・援護局 

長通知） 

⑭令和６年度当初予算（案）等における社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係る協議等

について（令和６年３月 28 日付け事務連絡厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福

祉課保護課通知） 

⑮困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴う社会福祉施設等施設整備費関

係通知の一部改正等について（令和○年○月○日付け社援発○○第○号厚生労働省社会・

援護局長通知） 

※１ これらの通知は次のホームページに掲載 

  岩手県庁ホームページ ＞ くらし・環境 ＞ 福祉 ＞ 障がい福祉 ＞ 事業者情報 ＞ 

  4 社会福祉施設等施設整備補助金 ＞ 

「令和７年度社会福祉施設等施設整備費補助等の協議について」 

※２ 改正予定の表記がある通知は、正式な改正通知が未到着であることから、⑮の改正案を参

照してください。 

なお、正式な改正通知が到着次第、差し替えいたします。 



別紙２-２ 

 

２ 次世代育成支援対策施設整備交付金に係る通知一覧 

①次世代育成支援対策施設整備交付金におけるスプリンクラー設備等の取扱いについて 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 422 号こども家庭庁成育局長通知） 

②次世代育成支援対策施設整備交付金における特殊付帯工事の取り扱いについて 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 423 号こども家庭庁成育局長通知） 

③次世代育成支援対策施設整備交付金における解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費の取

扱について 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 424 号こども家庭庁成育局長通知） 

④次世代育成支援対策施設整備交付金における生産設備等整備費の取扱いについて 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 425 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑤次世代育成支援対策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 426 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑥次世代育成支援対策施設整備交付金における在宅障害児向け避難スペース整備の取扱いに

ついて 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 427 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑦次世代育成支援対策施設整備交付金における応急仮設施設整備の国庫補助の取扱いについ  

 て 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 428 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑧児童福祉施設等における防犯対策等の強化に係る整備について. 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 429 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑨地すべり防止危険か所等危険区域に所在する施設の移転整備について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 430 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑩老朽民間社会福祉施設の整備について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 431 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑪次世代育成支援対策施設整備交付金における都市部特例割増単価の取り扱いについて 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 432 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑫（案）次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定

方法の取り扱いについて 

（令和○年○月○日付けこ成第○号こども家庭庁成育局長通知） 

⑬都市部における障害児施設等の整備の促進について 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 434 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑭次世代育成支援対策施設整備交付金における地域福祉の推進等を図るためのスペース(地

域交流スペース)の整備について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 435 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑮次世代育成支援対策施設整備交付金に係る契約の相手方等からの寄付金等の取扱いについ

て 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 420 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑯次世代育成支援対策施設整備交付金の繰越による事業内容の変更申請手続きについて 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 436 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑰児童福祉施設整備の競争契約における最低制限価格制度の取扱いについて 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 419 号こども家庭庁成育局長通知） 

⑱余裕教室を活用した児童福祉施設等への改築整備の促進について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 437 号こども家庭庁成育局長通知） 



⑲次世代育成支援対策施設整備交付金及び社会福祉施設等施設整備費補助金における多機能

型事業所の交付額の算定方法について 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 418 号障障発 0822 第１号こども家庭庁成育局参事官厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知） 

⑳児童相談所一時保護施設における受入体制強化の特例的な取扱について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 440 号こども家庭庁成育局長通知） 

㉑児童相談所一時保護施設の個別対応加算について 

（令和５年８月 22 日付けこ成第 438 号こども家庭庁成育局長通知） 

㉒次世代育成支援対策施設整備（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）交付金に係る財産

処分の手続等に関する留意事項について 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 339 号こども家庭庁成育局長通知） 

㉓次世代育成支援対策施設整備（解体撤去工事費・仮設施設整備工事費）交付金に係る財産

処分の取扱いについて 

 （令和５年８月 22 日付けこ成第 421 号こども家庭庁成育局長通知） 

㉔令和６年度次世代育成支援対策施設整備交付金に係る協議について 

（令和６年１月 29 日付けこ成事第 14 号こども家庭庁成育局長通知） 

 

※１ これらの通知は次のホームページに掲載しています。 

   岩手県庁ホームページ ＞ くらし・環境 ＞ 福祉 ＞ 障がい福祉 ＞ 事業者情報 ＞ 

   4 社会福祉施設等施設整備補助金 ＞ 

「令和７年度社会福祉施設等施設整備費補助等の協議について」 



（別紙３） 

 

令和７年度社会福祉施設等施設整備費補助等の協議に係る留意点等について 

 

 

凡例 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱 

   次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

 

 

１ 国庫補助金に係る協議方針について 

  令和７年度の国庫補助金に係る協議方針は未定であることから、補助金交付要綱及び「令和

６年度当初予算（案）等における社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係る協議等について

（令和６年３月 28 日付け事務連絡）」及び「令和６年度次世代育成支援対策施設整備交付金に

係る協議等について（令和６年１月２９日付けこ成事第 14 号こども家庭庁成育局長通知）」に

基づき協議すること。 

   

２ 留意点について 

 (1) 事業計画の検討について 

  ① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の関係法令で定める基

準を満たしていること。 

  ② 施設の整備から建物の耐用年数を経過するまで持続的に運営するための中長期的な視野

に立った計画であること。 

  ③ 法人の自己負担に係る部分について、独立行政法人福祉医療機構からの借入に係る償還

計画や寄付、あるいは十分な内部留保等が確保されていること。 

  ④ 施設整備に係る利用者の確保、職員の採用と育成等に十分検討を行っていること。 

  ⑤ 就労移行支援や就労継続支援のサービスを提供する場合、サービス提供内容、製品の販

路、収支計画、利用者の工賃についても十分に検討を行っていること。 

  

(2) 建物の設計・工事費の算定について 

  ① 整備する障害福祉サービス事業所等に対応した設備基準を満たすものであること。 

  ② 補助協議中や補助決定後の設計変更は真に必要な場合に限られること（事業主体の都合

による変更は認められないこと）。 

    

(3) 整備用地の確保について 

  ① 契約書等の権利関係を示す客観的資料により、建設用地を確実に確保している説明を行

うとともに農地法等の法的規制の対象外であること。 

  ② 以下に該当する場合は補助協議の対象とならないこと。 

   ・ 地権者等から同意が得られていない場合 

   ・ 予定地に抵当権が設定されている場合 

   ・ 用地を賃借する場合、整備建物の耐用年数程度の地上権の設定が困難な場合（市町村

から賃借する場合を除く） 

   ・ 住宅街からの距離、公共交通機関、近隣の開発計画等の観点から、利用者、家族にと

って利便性又は地域住民との交流の機会を欠くと認められる場合 

   ・ 建設について、地域住民から反対されている場合 

  

 

 

 

 



(4) 市町村障がい福祉計画等との整合性について 

   ・ 事業計画が、当該市町村の障がい福祉計画（障害児入居）と整合している事業である

旨の市町村長意見が得られていること。 

   ・ 障がい福祉計画との整合性の検討に当たっては、単に待機者数の把握にとどまらず、

地域での障がい福祉サービスの需要見込み（人口、障がい者数等を勘案）とサービスの

提供体制（施設数、利用定員等を勘案）を中長期的視点から比較、検討すること。 

   ・ 新規に障害福祉サービス事業所指定を受ける必要がある場合、事前に県広域振興局等

との調整を行うこと。 

・ 障害児施設等は、当該整備事業が次世代育成支援対策を推進するために都道府県（指 

定都市、中核市及び児童相談所設置市を含む）が策定する都道府県整備計画、市町村整

備計画、又は防犯対策強化整備計画に整合している事業であることの調整が図られてい

ること。 

 

 (5) 所管の県広域振興局等への事前報告について 

   協議書の提出に先立ち、障害福祉サービス事業所の指定及び指導監督を所管する以下の県

広域振興局等に対し、協議を行う旨報告すること。 

圏域 所管広域振興局等 

盛岡障がい保健福祉圏域 盛岡広域振興局保健福祉環境部 

岩手中部、胆江及び両磐障がい保健福祉圏域 県南広域振興局保健福祉環境部 

気仙障がい保健福祉圏域 大船渡保健福祉環境センター 

釜石障がい保健福祉圏域 沿岸広域振興局保健福祉環境部 

宮古障がい保健福祉圏域 宮古保健福祉環境センター 

久慈障がい保健福祉圏域 県北広域振興局保健福祉環境部 

二戸障がい保健福祉圏域 二戸保健福祉環境センター 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(参考)最近の補助採択事業 

対象年度 採択事業の種別 

平成 22年度 共同生活介護・援助事業所の創設（３件） 

就労継続支援事業所の創設（１件） 

平成 23年度 共同生活介護・援助事業所の創設（１件） 

平成 24年度 （一般会計）共同生活介護の創設（２件） 

（特別会計）多機能事業所の創設及び防災拠点スペース整備（１件） 

（H24 年度国庫予備費対応(H25 協議の前倒し)） 

・ 共同生活介護・援助事業所の創設（３件） 

・ 就労継続支援事業所の創設（１件） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

平成 25年度 （H24 年度国庫予備費対応） 

・ 就労継続支援事業所の創設（１件） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

平成 26年度 （H25 年度国庫予備費対応） 

・ 生活介護・相談支援事業所の創設（１件） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

・ 多機能型事業所の大規模修繕（１件） 

平成 27年度 ・ 多機能型事業所の創設（１件） 

（H27 年度国庫予備費対応） 

・ 就労継続支援事業所の創設（１件） 

・ 放課後等デイサービス事業所の改築（１件） 

平成 28年度 ・ 児童発達支援センターの改築（１件） 

・ 多機能型事業所の改築（１件） 

（H28 年度国庫補正予算対応） 

・ 防犯対策に係る整備（23 件） 

・ 共同生活援助事業所の大規模修繕（１件） 

・ 共同生活援助事業所の創設（２件） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

・ 生活介護事業所の創設（１件） 

平成 29年度 ・ スプリンクラー設備等の整備（１件） 

・ 老朽民間社会福祉施設の整備（１件） 

（H29 年度国庫補正予算対応） 

・ 就労継続支援事業所の大規模修繕（１件） 

・ 多機能型事業所の改築（１件） 

平成 30年度 （H30 年度国庫補正予算対応） 

・ スプリンクラー設備等の整備（１件） 

・ 共同生活援助事業所の大規模修繕（１件） 

・ 共同生活援助事業所の創設（２件） 

令和元年度 ・ 共同生活援助事業所の創設（１件） 

・ 障害者支援施設の大規模修繕（1 件） 

・ 共同生活援助事業所の創設（３件） 

（R1 年度国庫補正予算対応） 

・ 共同生活援助事業所の創設（２件） 

・ 共同生活援助事業所の大規模修繕（1 件） 



令和２年度 ・ スプリンクラー設備等の整備（１件） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

（R2 年度国補正予算対応分） 

・ 地域生活支援拠点等・共同生活援助・就労継続支援 B 型事業所の創設

（１件） 

令和３年度 ・ 障害者支援施設・福祉型障害児入所施設の創設（１件） 

（R3 年度国補正予算対応分） 

・ 就労継続支援 B 型事業所の創設（１件） 

令和４年度 ・ 共同生活援助事業所の増築（１件） 

・ 就労継続支援 B 型事業所の創設（１件） 

（R4 年度国補正予算対応分） 

・ 多機能型事業所の創設（１件） 

令和５年度 ・ 就労継続支援 B 型事業所の創設（１件） 

・ 療養介護等事業所の大規模修繕（１件） 

（R5 年度国補正予算対応分） 

・ 就労継続支援 B 型事業所の改築（１件） 

    

       

 


